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パブリックコメント意見 

 

意見① 

 

施 策 名：のびゆくこどもプラン 小金井（仮）素案 

 

ご 意 見：  

 

 「のびゆくこどもプラン小金井」という立派な名前、素晴らしいと思います。 

 しかし、Ｐ３９、「５才までの児童人口は平成２８年度をピークに…」という

文章に今後の小金井市の考え方が全て詰まっているように感じました。 

 Ｈ２８をやりすごせば、待機児童問は解決すると考えているようにしか見え

ません。認可保育園を新設する動きは見られず、保育士も非正規職員で繋いで

やりすごす…「こども」の事を本当に考えているのか、と不安になります。 

 このデータに乗るのではなく「こども」が減少しないような、プランを策定

する事が今後の小金井市にとって必要なのではないでしょうか？ 

 またＰ２９の一時保育「利用していない」が多く感じますが、「利用したくて

もできない」というのが多いのではないでしょうか。 

 

 

【回答の方向性】 

 ・ Ｐ．３９に掲載の「計画期間の年齢別児童数の推計」については、教育・

保育の提供体制の確保と実施時期、及び、地域子ども子育て支援事業の需

要量及び確保の方策を定める上での基礎データとして示しているものであ

り、小金井市における待機児童解消に向けての内容はＰ．４０以降にお示

ししているとおりです。平成２７年度に向けて、認可保育園を１園新設及

び民間認可保育所の増改築により定員を拡充するとともに、認証保育所か

ら認可保育園へ２園移行、地域型保育施設の充実等、待機児童の解消に向

けて取組んでいます。平成２８年度以降も計画的に整備を進め、計画期間

中の待機児童解消に向けて取組んでいきます。また、本計画素案全体を貫

く理念として「子どもの幸福と権利保障を第一」としており、Ｐ．４４に

教育・保育の質の向上を示しています。 

 ・ Ｐ．２９の不定期の教育・保育事業の現在の利用状況の他に、今後の利

用意向についても設問を設けており、その利用希望の状況を基にＰ．５０

以降の一時預かり事業における今後の確保の内容と方針を定めています。

ニーズ調査の実施時に、一時預かり事業の予約が取りにくいことについて

多くの方が記載されており、今後の保育施設の整備とともに一時預かり事

業の実施を検討する必要があります。 
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意見② 

 

施 策 名：のびゆくこどもプラン 小金井（仮）素案 

 

ご 意 見：  

 

 平成１３年３月に初めて策定された「のびゆくこどもプラン 小金井」は、

当初から「３年ごとの見直し」が明記され、推進状況がチェックされ、法律の

変更にも対処してきました。今回、「子ども・子育て支援新制度」となり、１３

事業が別立てとなったために、施策の取組み（第４章）の事業項目が大幅に書

き換えられましたが、その中には１３事業や事業計画の項目には含まれていな

いのではないかと、大きな危惧をいだいています。その点からの意見です。特

に経済的援助は継続されている筈なのに、削除されたのはおかしいと思います。 

 

①前回のプランで挙げられていたものが、今回名称として明記されていないも

の（数字は平成２４年３月に評価を受けたときのものです） 

※この判では「障害」の表記になっているのでそのまま書きますが、今回「障

がい」に変更になったのは良いことと思います。 

 １－⑴①１．推進体制の充実と関係者の連携・協働 

   ⑵②６．保育所、学童保育所等施設の開放 

   ⑶①１．母子援助事業 

     ２．乳幼児医療費助成 

     ３．児童手当 

     ４．小金井市児童扶養手当 

     ７．就園奨励費の補助事業 

     ９．保育料減免 

     １１．義務教育就学猶予免除者等教育助成 

     １２．要保護及び準要保護児童生徒就学援助 

     １３．ひとり親家庭医療費 

     １４．障害児福祉手当（国制度） 

     １５．心身障害者福祉手当 

     １６．特別児童扶養手当（国制度） 

     １７．義務教育就学児医療費助成 

    ③６．施設ボランティアの養成 

     １１．育児支援ヘルパー 

☆目標値は「拡大」になっていますが？ 

    ④２．休日保育（１３事業には延長保育しかふくまれていません） 

     ４．認可保育所での障害児保育 

     ５．保育所、幼稚園での障害児巡回指導 
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     １０．保育室の認証保育所への移行支援 

     １１．保育サービスの質の向上 

   ⑷①２．母子福祉資金の貸付 

     ３．母子家庭相談事業 

     ４．母子生活支援施設への入所支援 

     ５．母子緊急一時保護 

     ８．児童育成手当 

     ９．児童扶養手当 

   ⑸①２．障害児通所訓練事業 

☆新版の児童発達支援センター事業には「通所訓練部門」の明

記がないのは問題です。 

     ４．心身障害者（児）通所訓練等運営費補助 

☆「推進」になっています。 

     ６．心身障害者（児）ホームヘルプサービス事業 

☆「継続」 

     ７．心身障害者（児）介護人派遣事業 

     ９．日曜クラブへの支援 

     １０．障害児のグループ活動への参加促進 

     １１．心身障害児童生徒学校外活動 

     １２．障害者（児）水泳教室 

     １３．障害者計画等の策定・改定 

☆２０年度に実施となっていが、次の（今回の）計画の中で

改訂はしないのか？ 

     １５．障害のある幼児・児童の図書館利用の促進 

     １６．子どもの発達相談と福祉サービスの充実 

☆内容が「ネットワークの充実」とありますので今回も維持

すべきと考えます。 

３－⑸①１．一人ひとりを大切にしたゆとりある教育 

    ２．幼稚園、保育所、小中学校の交流と連携 

    ４．私立幼稚園協会補助金 

    ５．ノーマライゼーションの普及 

    ８．特別支援ネットワーク協議会 

   ②７．小中学校に案全員の配置 

    ８．不審者対策のセーフティ教室 

   ③２．青少年体験・交流事業 

    ６．地域人材リストの作成 

    ７．まなびあい出前講座 

  ⑹①１．保育、教育関係者、子育て支援関係者の各種研修 

   ②２．子ども向けの広報活動 



資料４０ 

4 

②「年末保育」は検討されないのでしょうか。 

 

③第４章、第３章の①２「私立幼稚園等保護者助成」が保育課の担当になって

いるのは何故でしょうか？市内の私立幼稚園で新制度に移行するのは１園し

かない筈ですが？ 

 

④１号認定の子どもの確保の内容が、３５％前後も市外の幼稚園に依存してい

るのは、望ましいことではないのではないでしょうか。 

 

⑤３号認定については平成２７年度でも１５０人以上の待機児がでることにな

っています。これについて述べます。 

 １５年程前、小金井市は当時から保育所普及率は２０％を切り、待機児は１

２０人前後を推移していました。この頃設置された児童福祉審議会の答申で

も「小金井市に於ても０～５才人口が減り続けているとはいえ、待機児は一

向に減っていません」と指摘されています。つまり、未就学児童数と保育所

入所希望者数はイコールではない、リンクしないということが、明記されて

いるのです。当然のことです。 

  それにも関わらず、その後も子どもの出生数が減るからということを根拠

に保育所の整備をしてこなかったことが、現在の待機児を生じさせていると

言えるでしょう。待機率はこの頃から１７．４％、１２．３％、１２．０％

と都内で１、２を争い続けてきました。今回の量の見込みについても平成２

８年をピークに年少人口が減少するという推計から、必要利用定員総数を導

き出しているものとしています。この事の可否について、素人である一市民

が問題点を指摘することは不可能です。ですから、２７年度の過不足（０才

２７人、１・２歳１２５人）というのが、現在出ている保育所入所内定者か

ら導き出される待機児童数と比べてどうなのかという点を、是非、３月の子

育て会議の中で検証して下さい。 

 

Ｐ５８．①１ 子どもの権利の普及 

       内容から「市報」が抜けているが、市報の広報効果は

大きいので、復活を望みます。 

 

     ２ 子どもオンブズパーソン 

       Ｈ１７年からずっと「実施を含め検討」が続いていま

す。早急に実施を願います。 

 

Ｐ６０．③１ 虐待対応事業 

       事業内容の部分に対する意見。小学校区毎にきめ細か

く顔の見える対応をする為に小学校、保育園を含めた
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ネットワークを立ち上げて下さい。 

 

Ｐ６３．①３ 図書館事業 

       参加人数が減っているのは広報不足でしょうか？東分

室のお楽しみ会１回３人は特に心配。又、中学生の職

場体験と職場訪問はなくさいで欲しい。 

 

Ｐ７０．③６ 思春期相談 

       継続となっているのに健康課が抜けたのは何故か？ 

 

Ｐ７１．①１ ひとり親家庭へのホームヘルプサービス派遣 

       利用世帯が減っているのは何故か？ 

 

Ｐ７２．①４ ひとり親家庭を対象～ 

       「母子」の表記から「ひとり親」に変更したのは良い。 

 

 

【回答の方向性】 

 ・ 本計画素案に掲載している事業項目は、子ども・子育て会議の前身であ

る「のびゆくこどもプラン 小金井」推進市民会議において実施した、掲

載事業の進捗状況点検・評価の審議の状況等を勘案し、以下３点の視点に

基づいて整理を行ったものです。なお、各事業項目の詳細については、別

添の資料をご覧下さい。 

  ① 同じ事業であるにも関わらず、何度も重複して掲載されているため、

点検・評価を行うにあたっての障がいとなっていることから、事業の主

たる目的となる施策の方向に整理する。 

  ② 子ども・子育て支援新制度の事業計画として他章に掲載されている事

業は、同様に重複することとなるため整理する。 

  ③ 現計画の法的位置付けである次世代育成支援対策推進法行動計画策定

指針は妊娠・出産期から思春期まで対処を幅広く捉えており、本市にお

ける子どもと子育て家庭に関する総合的な計画としての考え方とも合致

することから、指針の視点を勘案し整理する。 

 ・ 年末保育について、ご意見は今後の参考とさせていただきます。 

 ・ 子ども・子育て支援新制度の開始に伴い、円滑な事務の実施が可能な体

制の整備として、幼稚園と保育所窓口の一元化が求められています。小金

井市では、平成２７年度より幼稚園と保育所の一元的な窓口として保育課

が所掌する予定で準備を進めています。 

 ・ ご意見のとおり、１号認定児童について平成３１年度において概ね３５％

程度を市外の幼稚園で確保する内容となっており、必要利用定員総数が大
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きく不足していることは課題としています。しかしながら、２６市を見渡

しても平成１２年（２０００年）以降幼稚園の新設は３園しかなく、新規

整備を見込むことは難しい状況です。既存施設の認定こども園への移行や

新設の際の受け入れ体制づくりを進めるとともに、保育施設の整備により

保育施設の利用をあきらめている２号認定児童の受け入れや、幼稚園各園

のご理解をいただきながら多くの児童が地域の施設に通園できる体制を整

えていきます。 

 ・ ご意見のとおり、保育ニーズの高まりにより保育施設の入所希望が大き

く減少することは無いと認識しています。保育施設の必要利用定員総数を

算定するにあたり、ニーズ調査、申込実績の数値を基に潜在的ニーズを見

込みながら計画素案を策定しました。 

   なお、認可保育所利用申請状況（1 次募集）は以下のとおりです。（数値

はいずれも前年度１２月時点） 

入所年度 実申込者数（Ａ） 募集数（Ｂ） 差引き（Ｂ－Ａ） 

平成２７年度 ７９９人 ４１４人 ▲３８５人 

平成２６年度 ８０６人 ２９６人 ▲５１０人 

平成２５年度 ７０５人 ２９０人 ▲４１５人 

 

 ・ 子どもの権利の普及について、事業内容は「子どもの権利に関する条例」

についての周知・広報を行うとしています。小中学校を通じたパンフレッ

トの配布により周知・広報を行っており、今後も継続していくとともに、

その他の機会を捉えて取り組んでまいります。 

 ・ 図書館事業について、中学生の職場体験と職場訪問は、各学校からの申

入れより実施しているものであり、図書館が主催して実施している事業で

はないことから、受入れは継続しているものの、実績から削除しています。 

 ・ 思春期相談について、健康課事業については東京都実施事業であること

から削除しています。 

 ・ その他いただきましたご意見について、今後の参考とさせていただきま

す。 
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意見③ 

 

施 策 名：のびゆくこどもプラン 小金井（仮）素案 

 

ご 意 見：  

 

３章 子ども・子育て支援事業計画 

第３節 地域子ども・子育て支援事業の充実 

１（３）放課後児童健全育成事業（学童保育） について 

 

【低学年】量の見込みが、平成 27 年度から著しく乖離する事が考え

られます。 

 

本プランでは平成27年度の低学年利用見込みが740人で試算されて

おりますが、実際の入所申請者数は 847 人となっている様子です。 

既に 100 人以上もの超過であり、これは 5 年後の平成 31 年度の見込み

数 832 人をも上回っている状況です。 

これまでも大規模化への対応、設備の更新、計画的な建替え工事を実

施して頂き、希望者全員の入所を維持して頂いている事について、我々

学童利用者としては非常に感謝しております。 

しかしながら、プラン初年度からここまでの乖離が発生している事実

は無視できることでは無く、速やかに施設の拡充を図って頂く事を期

待しております。 （※添付ファイル参照） 

また、現実に合わせた量の見込みに試算し直して頂きたく存じます。 

定員超過となっている学童保育所については、隣接する小学校との連

携を図り、空き教室の有効的な活用も含めた学童保育所の運営を検討

する必要があると感じております。 

例えば、挟隘化しているほんちょう学童などでは、施設拡充策として、

公務員宿舎の国有地の空きスペースの利用について、国と協議する等

の工夫も考えられます。 

現在、小金井市の保育園においては、多摩地区の中と比較しても待機

児童数が非常に多い状況です。 

さらに、武蔵小金井駅南口再開発により大規模マンションが建設され

ると、利用者の増加が想定されます。 

つまり、今後学童保育所の利用者数は減少する事は想定できず、且つ、

見込み量を大幅に上回る利用希望者が恒常的に存在する事が考えられ

ます。 

学童保育所内における児童一人当たりのスペースは、安全に保育をす

る上で必要不可欠な要素となりますので 1.65 平米を下回ることの無い



資料４０ 

8 

ような対応をお願いしたく存じます。 

高学年の学童保育所利用については、当面の間利用する事が出来ない

事となるかと存じます。 

しかしながら、共働き家庭にとって子どもの放課後の過ごし方は不安

がつきものです。 

学童保育所の利用が困難な状況を理解した上で、放課後子供教室を毎

日利用できる様に拡充を図って下さい。 

また、地域によっては児童館の利用が不便な場合もありますので、放

課後の高学年の遊び場として児童館事業の拡充も検討して下さい。 

 

以上 

 

 

【回答の方向性】 

 ・ 計画策定に当たっては、基準となる年度までのデータを基に作成する必

要があり、本計画案はニーズ調査を実施した平成２５年度を基準としてい

ます。特に第３章の子ども・子育て支援事業計画部分は、平成２６年度中

に策定をする必要があり、学童保育所入所数確定後の見直しは難しい状況

です。策定後の点検・評価に当たっては計画上の数値のみならず、実態と

の乖離を踏まえて点検・評価を行うとともに、状況を踏まえながら計画見

直しのタイミングを計っていきます。その他のご意見については今後の事

業を実施する上で参考にさせていただきます。 
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意見④ 

 

施 策 名：のびゆくこどもプラン 小金井（仮）素案 

 

ご 意 見：  

 

 目標 5①-8 特別支援教育 について 

 

普通級での支援をもっと充実させて下さい。 

支援級からの交流を実施する場合、普通級の教員の障がいに対する理解、配慮

がなければ交流としての意味をなしません。その為には普通級教員への研修を

さらに拡充して下さい。 

各校に最低一名の支援員を配置して下さい。 

 

 

 目標 4 ②-7 児童発達支援センター事業 について 

 

放課後等児童デイサービスで入所の希望者が多く待機がでていると聞いていま

す。 

未就学児と違い、学校と並行しての療育は時間も限られており、また小金井市

内の療育機関は多くありません。一人でも多くの希望者を受け入れる為、時間

の延長や土曜日の開所を検討して下さい！ 

 

 

【回答の方向性】 

 ・ 特別支援教育については、Ｐ．７２「小中学校特別支援学級」、Ｐ．７５

「特別支援教室」において特別支援教育の環境充実を掲げており、今後も

研修や支援員の配置に対応してまいります。 

 ・ 放課後等児童デイサービスの待機児童問題は課題として捉えています。

現在、平成２７年度から平成２９年度までの第４期障害福祉計画を策定し

ているところであり、計画に基づいて検討してまいります。 
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意見⑤ 

 

施 策 名：のびゆくこどもプラン 小金井（仮）素案 

 

ご 意 見：  

 

 中学生と小学生の子どもがいます。 

とてもよい案だとおもいますが、PR 不足、内容が細かく把握しきれません。 

もっと項目ごとにわかりやすく、意見をもとめてください。 

 

小金井市は子どもの人口減っている、とはいいながらも他地区に比べると、兄

弟が複数いる家庭が多いです。 

複数いる家庭への補助などをもっと充実させてください。 

医療費や児童手当の所得制限撤廃も求めます。 

 

待機児童問題は保育所、学童ともに最重要課題ですが、財政難の市で箱ものを

新たに確保することは難しく、少子化が進めばゆくゆくは不要となります。 

そこで既存の建物、市内小中学校の空き教室、大学の施設や敷地等を有効活用

してください。 

 

青少年の居場所作りをもっと推進してください。 

児童館の数が足りません。 

遅い時間まで過ごすことが出来ません。 

川崎の中一殺害事件なども、もっと安全な居場所があれば防げたかもしれませ

ん。 

中高生が繁華街などでたむろったりすることなく、気軽に集える居場所が必要

です。 

これも新たな施設確保が難しければ、中学の教室空きなどを解放してもいいと

思います。 

緑中の放課後カフェを参考にしてください。 

 

全文はとても理解しきれませんので、気づいた点だけ提案させていただきまし

た。 

どうぞよろしくお願いします。 

 

 

【回答の方向性】 

 ・ 各種医療費助成や児童手当については、国や都の制度に基づき実施して

います。多子世帯に対する軽減や所得制限等について、国や都に働き掛け
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ていきたいと思います。 

 ・ 既存施設の有効活用について、施設の整備、事業の実施に当たって、効

率的な運営の視点は必要な視点です。今後の施設整備や事業実施にあたっ

て、子どもの最善の利益を基本に、本視点を踏まえながら検討をしてまい

ります。 

 ・ 青少年の居場所はニーズ調査においても様々なご意見をいただいており、

本計画素案においてもＰ．９において地域での青少年の居場所の拡大を課

題としています。頂きましたご意見は今後の参考とさせていただきます。 
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意見⑥ 

 

施 策 名：のびゆくこどもプラン 小金井（仮）素案 

 

ご 意 見：  

 

 Ｐ５１の「保育園等における一時預かり」の量の見込みと確保の方策方針に

ついて 

 けやき保育園では一時保育を実施しています。２６年度の登録者数は２５８

人。就労等でご利用の方は週に３日まで、私的利用の方は月に２日利用するこ

とができ、緊急枠を含め、一日の定員は１０人です。 

指摘されている通り、キャンセル待ちがいっぱいで予約がなかなか取れない実

態があります。３か月分の予約を申し込む定期利用の抽選会では毎回３０人以

上の人が並び、翌月の予約を取る私的利用の電話申し込みは初日開始から４５

分でキャンセル待ちになってしまう状況です。 

 保育所が増えれば一時保育のニーズは減っていくだろうという見込みが示さ

れていましたが、私的利用のニーズは今後さらに増大することが予想されます。

産後鬱や育児ストレスの訴えが増えていること、母親の受診、兄弟の受診や入

院、兄弟の保護者会では乳幼児の同伴を断ることが一般的になっていること、

子どもを預けたり、預かったりの関係が築きにくいなど、これらの傾向は今後

ますます強まると予想されます。 

以上のことから、一時保育事業の量の増大策は急務と考えます。 

 

 

【回答の方向性】 

 ・ ニーズ調査からも一時預かりの予約の取りづらさに対する声は寄せられ

ています。 

 一時預かり事業の現状は、平成２５年度実績で全１５，２００人のうち、

待機児童の中心となっている１・２歳児の利用が１１，１７２人と７３．

５％を占めています。また、非定型及び定期利用の合計は１１，１７２人

と全利用のうちの６１．７５％となっており、保育所が待機となっている

児童の利用が数字から見込まれます。 

   子育て家庭の子育て負担の軽減には一時保育事業は有効であり、私的、

緊急一時預かりの充実等を今後の課題としています。 

   保育施設の整備とともに一時預かりの実施を今後も検討してまいります。 
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意見⑦ 

 

施 策 名：のびゆくこどもプラン 小金井（仮）素案 

 

ご 意 見： 

 

 子どものいる世帯の平均児童数が 2.0 を割り、ゆっくりとさらに下降してい

るグラフは大変ショッキングな数字です。安心して子どもを産み、育てられる

町づくりが緊急の課題だと警鐘していると思います。新制度の下、多くの懸念

が前回のパブコメで出される中、積極的な施策は見当たらず、国に準じて行う

といった消極姿勢が示されていると感じます。P42の「確保の方針」では、乳児

の保育ニーズの解決は、小規模保育や家庭的保育事業の「整備」による確保が

まず最優先に謳われています。どういう文言で飾られても、低コストで切り抜

けようという施策ですから、せめて整備については子どもの成長発達を十分に

保障する観点からも、家庭的保育事業では、３人の子どもから２人の有資格保

育士配置をしてください。また、子どもの遊び環境、食環境に伴う設備の充実

と研修の充実は必須です。これまでと同様の状況下では新制度でいう質の向上

を確保していくことはできないでしょう。 

また、小規模保育では、問題の多いＢ、Ｃ型は導入しない市の姿勢を求めま

す。この点では、国は自治体に推進を求めているわけではなく、全国の中では

やらないというところも出ています。 

子育て支援が充実する中で、子どもの人口推移は統計とは異なる状況もうま

れます。目先でなく、ずっと先を見通した住みよい町にするためにも、ちゃん

とした認可保育園作りをメインにした計画が出されることを期待いたします。 

 

 

【回答の方向性】 

 ・ 保育施設の確保の方針について、待機児童の９割を占める０～２歳まで

の解消策として、機動的に対応するため小規模保育事業や家庭的保育事業

に代表される地域型保育事業の整備を行うとともに認可保育所の新設も含

めた定員拡充、認定こども園の整備を掲げ、それぞれの施設の特徴を踏ま

えて喫緊の課題である待機児童の解消に向けて対策を講じることとしてい

ます。平成２７年度に向けて認可保育所１園の開設及び民間保育所の増改

築による定員拡充、認証保育所から認可保育所へ２園移行するなどの対策

を講じるとともに、特定保育施設の定員を平成３１年度までに平成２７年

度対比で２７０人増やす計画としています。 

 ・ 地域型保育事業（小規模保育事業、家庭的保育事業等）の基準について、

子ども・子育て支援新制度のねらいの１つとして、多様な形態の保育サー

ビスを創設することがあります。そのため、家庭的保育事業などでは有資
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格でなくてもよい事業類型があり、「例えば、Ｂ型の基準について、保育従

事者のうち保育士の割合を国基準である２分の１を・・・全くＡ型と同一

とし、実質的にＢ型という類型をなくすことまではできません（平成２７

年１月自治体向けＦＡＱ第６版【基準】参照）。」とあるように、国の方針

が示されていることから、すべての類型の職員を有資格者とする基準を策

定することはできません。ただし、この基準は、最低基準を定めるもので、

各施設においては常に最低基準を向上させるように努めるものとしていま

す。 

 ・ 策定後の点検・評価に当たっては計画上の数値のみならず、実態との乖

離を踏まえて点検・評価を行うとともに、状況を踏まえながら計画見直し

のタイミングを計っていきます。 


